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平成３０年度の調査審議等の状況 

（平成３０年４月～平成３１年３月） 

 

 

Ⅰ 全体 

 

１ 諮問・答申件数 

平成３０年度の諮問件数は１，１２８件，答申件数は９０９件である。 

なお，平成１３年度から平成３０年度までの総諮問件数は１６，１９３件，総答申

件数は１４，９１４件であり，平成３０年度末時点で審議中の件数は７０５件である。 

 

○情報公開関連と個人情報保護関連の総計 

［平成３０年度］                 （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 

情報公開 ８３３ ６３２ １７ 

個人情報保護 ２９５ ２７７ ８ 

合  計 １，１２８ ９０９ ２５ 

 

［平成３０年度］                 （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 

行政機関 ９９９ ７８１ １６ 

独立行政法人等 １２９ １２８ ９ 

合  計 １，１２８ ９０９ ２５ 

 

［平成１３年度～平成３０年度］                 （単位：件） 

 諮問件数 

 

（a） 

答申件数 

 

（b） 

取下件数 

 

（c） 

審議中の件数 

（平成３０年度末） 

（a-b-c） 

行政機関 １４，１７３ １３，０５９ ４５４ ６６０ 

独立行政法人等 ２，０２０ １，８５５ １２０ ４５ 

合  計 １６，１９３ １４，９１４ ５７４ ７０５ 

 （注１）答申件数の行政機関と独立行政法人等の別は諮問時の別による。 

 （注２）諮問件数等は，情報公開審査会（平成１７年４月１日の情報公開・個人情報保護審査会設置

法施行前の名称）の実績との累計である。以降，本資料において共通。 

 

１－１ 中間答申 

平成３０年度においては，情報公開・個人情報保護審査会運営規則２４条３項の規

定に基づく中間答申の実績はなかった。 

 

１－２ 取下げ 

平成３０年度における諮問事件の取下げは，合計で２５件であり，その内訳は以下

のとおりである。 
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（取下げ件数及び理由の内訳）                              

諮問種別 行政機関 独立行政法人等 合計 

情報公開 １２件 ５件 １７件 

個人情報保護 ４件 ４件 ８件 

合計 １６件 ９件 ２５件 

 

取下げ理由 件数   

不服申立人の自主的な取下げ ８件  

審査会意見通知 ３件  

全部開示 ３件  

改めて開示決定等を実施 ０件  

却下 ３件  

その他 ８件  

合計 ２５件  

 

２ 答申結果の分類 

平成３０年度に出された答申件数（９０９件）のうち，諮問庁の判断は妥当でない

としたもの（一部妥当でないとしたものを含む。）は，２６２件（２８．８％）である。 

 

 情報公開 個人情報保護 合計 

諮問庁の判断は妥当でな

いとしたもの 

７１件 

（１１．２％） 

１１件 

（４．０％） 

８２件 

（９．０％） 

諮問庁の判断は一部妥当

でないとしたもの 

１１５件 

（１８．２％） 

６５件 

（２３．５％） 

１８０件 

（１９．８％） 

小計（諮問庁の判断は妥当でない (一部妥当でないも含む) としたもの） 
２６２件 

（２８．８％） 

諮問庁の判断は妥当であ

るとしたもの 

４４６件 

（７０．６％） 

２０１件 

（７２．６％） 

６４７件 

（７１．２％） 

合計 
６３２件 

（１００％） 

２７７件 

（１００％） 

９０９件 

（１００％） 

 
答申結果の分類 

情報公開      個人情報保護         合計 

 

71
11.2

% 115
18.2

%
446
70.6

%

632
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4.0
%

65
23.5

%

201
72.6

%

277

 

82
9.0
% 180

19.8
%

647
71.2

%

909
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３ 平均処理期間・審議回数 

平成３０年度の答申（９０９件）について，平均処理期間は２０４．７日，平均審

議回数は２．５回であり，最短の事件では３３日で処理が終了しており（平成３０年度

（行情）答申第１３３号），最長の事件では１，１６１日かかっている（平成３０年度（行

情）答申第５２９号）。 

なお，インカメラ決定のみであった審議を除いた平均審議回数は２．１回である。 

答申までの所要日数の分布をみると，全体の約２分の１は５か月以内で答申を出し

ており，全体の約４分の３は９か月以内に答申を出している。 
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４ 口頭意見陳述，口頭説明聴取等の実績 

平成３０年度の答申（９０９件）についてみると， 

（１）不服申立人等から口頭意見陳述の聴取を行った実績はない。 

（２）諮問庁から口頭説明を聴取したとする記載のあるものはない。 

（３）平成３０年度に不服申立人等の口頭意見陳述及び諮問庁の口頭説明の聴取を

地方において行った実績はない。 

（４）調査審議の経過欄に，「参考人」と記載のあるものはない。なお，審査会発足

以降の実績は，後掲の別表のとおりである。 

 

５ インカメラ 

平成３０年度の答申（９０９件）についてみると，対象文書又は対象保有個人情報

を見分したとの記載があるのは３８６件である。 

（注）答申の調査審議の経過欄に，「本件対象文書の見分」等と記載されている答申数である。対象文

書が不存在である場合，存否応答拒否の正当性が争われている場合，一定の様式に記入された個

人情報であり，その記載項目によって開示・不開示の判断が可能な場合など，事柄の性格上イン

カメラ審理を要しない場合がある。 

 

６ ヴォーンインデックス 

平成３０年度の答申（９０９件）についてみると，諮問庁から情報公開・個人情報

保護審査会設置法（以下「設置法」という。）９条３項の資料（ヴォーンインデック

ス）の提出を受けたとの記載があるものはない。 

（注）ただし，ヴォーンインデックスと呼ぶことが適当であるかどうかは別として，諮問庁が自主的

に，あるいは事務局の要請に応じて開示請求対象文書等の内容を整理した資料を提出している場

合がある。 
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７ 特徴のある事件 

不存在事件，存否応答拒否事件等の特徴のある諮問事件については，以下のとおり

である。 

 

（諮問）                             （単位：件） 

 情報公開 個人情報保護 合 計 

不存在事件 １９５ ５２ ２４７ 

存否応答拒否事件 ８０ １２ ９２ 

文書等の特定を争う事件 ６８ ２０ ８８ 

逆ＦＯＩＡ事件 ０ ０ ０ 

行政文書等非該当事件 ３ ６ ９ 

適用除外事件 ５ ８ １３ 

その他事件 ４８２ １９７ ６７９ 

合計 ８３３ ２９５ １，１２８ 

（注１）「不存在事件」，「存否応答拒否事件」，「文書等の特定を争う事件」，「行政文書等非該当事件」， 

「適用除外事件」とは，当該特徴のみを争った諮問事件をいう。以降，本資料において共通。 

（注２）答申に至るまでに争点が変わることにより，分類が変わることがあるので，上記の数は変動す

ることがある。以降，本資料において共通。 

 

諮問件数     情報公開（８３３件）       個人情報保護（２９５件） 

不存在
195

23.4%

存否応答

拒否
80

9.6%

文書の

特定
68

8.2%

行政文書

等非該当
3

0.4%

適用除外
5

0.6％

その他
482

57.9%

不存在
52

17.6%

存否応答

拒否
12

4.1%

保有個人

情報の

特定
20

6.8%

保有個人情報

非該当
6

2.0%

適用除外
8

2.7%

その他
197

66.8%

 

合計（１，１２８件） 

不存在
247

21.9%

存否応答

拒否
92

8.2%

文書等の

特定
88

7.8%

行政文書等非

該当
9

0.8%適用除外
13

1.2%

その他
679

60.2%
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（答申）                             （単位：件） 

 答申件数 答申結果別の内訳 

情報 

公開 

個人情

報保護 
合 計 

妥当でない 

妥当 

である 

 全部を 

妥当で

ない 

一部妥

当でな

い 

不存在事件 １７１ ４１ ２１２ １５ １３ ２ １９７ 

存否応答拒否事件 ６８ ７ ７５ １６ １５ １ ５９ 

文書等の特定を争う事件 ６２ １８ ８０ １９ １７ ２ ６１ 

逆ＦＯＩＡ事件 １ ０ １ １ ０ １ ０ 

行政文書等非該当事件 ２ ５ ７ ３ ２ １ ４ 

適用除外事件 ６ ６ １２ ０ ０ ０ １２ 

その他事件 ３２２ ２００ ５２２ ２０８ ３５ １７３ ３１４ 

合 計 ６３２ ２７７ ９０９ ２６２ ８２ １８０ ６４７ 

 

答申件数 

情報公開（６３２件） 

不存在
171

27.1%

存否応答

拒否
68

10.8%

文書の

特定
62

9.8%

逆FOIA
1

0.2%
行政文書

等非該当
2

0.3%

適用除外
6

0.9%

その他
322

50.9%

 
個人情報保護（２７７件） 

不存在
41

14.8%

存否応答

拒否
7

2.5%

保有個人

情報の

特定
18

6.5%

行政文書

等非該当
5

1.8％適用除外
6

2.2%

その他
200

72.2%

 

合計（９０９件） 

    

不存在

212
23.3%

存否応答

拒否

75
8.3％

文書等の

特定

80
8.8%

逆FOIA
1

0.1%
行政文書

等非該当

7
0.8%

適用除外

12
1.3%

その他

522
57.4%

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

答申結果別の内訳 

「妥当でない（一部妥当でないも含む）」

（２６２件） 

不存在
15

5.7%

存否応答

拒否
16

6.1%
文書等の

特定
19

7.3%

逆FOIA
1

0.4%

行政文書等非

該当
3

1.1%
その他

208
79.4%

    

「全部を妥当でない」（８２件） 

 

不存在
13

15.9%

存否応答

拒否
15

18.3%

文書等の

特定
17

20.7%

行政文書等非

該当
2

2.4%

その他
35

42.7%

 
「妥当である」（６４７件） 

不存在
197

30.4%

存否応答

拒否
59

9.1%

文書等の

特定
61

9.4%行政文書等非該当
4

0.6%

適用除外
12

1.9%

その他
314

48.5%
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７－１ 不存在事件 

不存在事件については，平成３０年度で２４７件（情報公開１９５件，個人情報保

護５２件）の諮問を受け，平成２９年度以前の諮問も含め，２１２件（情報公開１７

１件，個人情報保護４１件）について答申を出している。 

この不存在事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたもの（文書が存在す

るとしたもの等）は，１３件あり，情報公開関連が１１件（注１），個人情報保護関連

が２件（注２）である。 

（注１）平成３０年度（行情）答申第１０１号，２３７号，第２４８号，第２９７号，第３７０号，

第３７１号，第３８９号，第３９０号，第４９８号及び第５０６号並びに平成３０年度（独

情）答申第２５号 

（注２）平成３０年度（行個）答申第１５０号及び第１６８号 

 

７－２ 存否応答拒否事件 

存否応答拒否事件については，平成３０年度に９２件（情報公開８０件，個人情報

保護１２件）の諮問を受け，平成２９年度以前の諮問も含め，７５件（情報公開６８

件，個人情報保護７件）について答申を出している。 

この存否応答拒否事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，１５

件あり，情報公開関連が１３件（注１），個人情報保護関連が２件（注２）である。 

（注１）平成３０年度（行情）答申第３４号，第１０２号，第１９７号，第１９８号，第２５９号，

第３１０号，第３３４号，第３４１号，第３５３号及び第４０２号並びに平成３０年度（独

情）答申第２０号，第７１号及び第７２号 

（注２）平成３０年度（行個）答申第２０３号及び第２１５号 

 

７－３ 文書・保有個人情報の特定を争う事件 

文書・保有個人情報の特定を争う事件については，平成３０年度に８８件（情報公

開６８件，個人情報保護２０件）の諮問を受け，平成２９年度以前の諮問を含め，８

０件（情報公開６２件，個人情報保護１８件）について答申を出している。 

この文書等の特定を争う事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，

１７件あり，情報公開関連が１４件（注１），個人情報保護関連が３件（注２）である。 

（注１）平成３０年度（行情）答申第７５号，第１５４号，第１５５号，第１９６号，第３８５号，

第３８６号，第３８７号，第４０８号，第４４２号，第４４３号，第４４４号，第４５１号，

第５１４号及び第５３６号 

（注２）平成３０年度（行個）答申第４６号及び第２０４号並びに平成３０年度（独個）答申第３４

号 

 

７－４ 逆ＦＯＩＡ（第三者不服申立て）事件 

処分庁が開示するとした部分について，第三者が当該部分の不開示を求める逆ＦＯ

ＩＡに関する事件については，平成３０年度は諮問がなかった。平成２９年度以前の

諮問１件（情報公開関連）について答申を出している。 

  

７－５ 行政文書等非該当事件 

行政文書等非該当事件については，平成３０年度に９件（情報公開３件，個人情報

保護６件）の諮問を受け，平成２９年度以前の諮問を含め，７件（情報公開２件，個

人情報保護５件）について答申を出している。 

この行政文書等非該当事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，

２件あり，情報公開関連が１件（注１），個人情報保護関連が１件（注２）である。 

（注１）平成３０年度（独情）答申第１９号 

（注２）平成３０年度（独個）答申第２６号 
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７－６ 適用除外事件 

適用除外事件については，平成３０年度に１３件（情報公開５件，個人情報保護８

件）の諮問を受け，平成２９年度以前の諮問を含め，１２件（情報公開６件，個人情

報保護６件）について答申を出している。 

 

 

８ その他 

原処分について，「違法」等であるとして取り消すべきとした答申については，次の

とおりである。 

 

８－１ 理由の提示の不備 

原処分は理由の提示に不備がある違法なものであるとして，これを取り消すべきと

した答申は，３件あり，情報公開関連が２件（注１），個人情報保護関連が１件（注２）

である。 

（注１）平成３０年度（行情）答申第３４６号及び第５０８号 

（注２）平成３０年度（行個）答申第１５０号 

 

８－２ 形式上の不備 

形式上の不備を理由に不開示とした原処分について，これを取り消すべきとした答

申は，６件あり，全て情報公開関連である（注）。 

（注）平成３０年度（行情）答申第３０号，第２６４号，第３０４号，第３２２号，第４９９号及び

第５１３号 

 

９ 総会（委員の全員をもって構成する合議体） 

 

９－１ 総会 

平成３０年度には，設置法６条２項に基づき，総会を開催した（平成３１年２月２

１日）。 

 

９－２ 運営会議 

平成３０年度は，情報公開・個人情報保護審査会運営規則２９条に基づく運営会議

は開催しなかった。 

 

１０ 各部会の調査審議回数 

各部会は，原則として毎週，定例日を定めて調査審議を行った。 

 

 調査審議回数 

第１部会 ３１回 

第２部会 ３０回 

第３部会 ３１回 

第４部会 ２８回 

第５部会 ２６回 
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（別表）答申の調査審議の経過欄に，「参考人」と記載のあるもの 

 行情（注１） 独情（注２） 

平成１３年度 ５５  

平成１４年度 

８３，１６４，１８１，２７

９，３９５，４２６，４２７，

４２８，４２９，４３０，４６

９，５２７ 

 

平成１５年度 
３７０，４５４，５０９，５９

０，５９１ 
４４ 

平成１６年度 ３１９，４８８，５５５  

平成１７年度 
１２９，１３０，１３３，２３

０，２３１，４８８ 
９ 

平成１８年度   

平成１９年度  １０３ 

平成２０年度 ２６２  

平成２１年度 ２８８，３３０ ６，１０ 

平成２２年度   

平成２３年度   

平成２４年度 ５３７，５３８  

平成２５年度 ４２２  

平成２６年度   

平成２７年度   

平成２８年度   

平成２９年度   

平成３０年度   

（注１） 数字は答申番号である。 

（注２） 個人情報保護について，該当する答申はない。 
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Ⅱ 情報公開 

 

１ 諮問・答申件数 

平成３０年度の諮問件数は８３３件，答申件数は６３２件である。 

なお，平成１３年度から平成３０年度までの総諮問件数は１３，０８２件，総答申

件数は１２，０３８件であり，平成３０年度末時点での審議中の件数は５５９件であ

る。 

 

 ○情報公開関連 

［平成３０年度］                 （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 

行政機関 ７６３ ５５７ １２ 

独立行政法人等 ７０ ７５ ５ 

合  計 ８３３ ６３２ １７ 

 

［平成１３年度～平成３０年度］                 （単位：件） 

 諮問件数 

 

（a） 

答申件数 

 

（b） 

取下件数 

 

（c） 

審議中の件数 

（平成３０年度末） 

（a-b-c） 

行政機関 １１，７７６ １０，８５６ ３８６ ５３４ 

独立行政法人等 １，３０６ １，１８２ ９９ ２５ 

合  計 １３，０８２ １２，０３８ ４８５ ５５９ 

 

 

２ 答申結果の分類 

平成３０年度に出された答申件数（６３２件）のうち，諮問庁の判断は妥当でない

としたもの（一部妥当でないとしたものを含む。）は，１８６件（２９．４％）である。 

 

 行政機関 独立行政法人 合計 

諮問庁の判断は妥当で

ないとしたもの 

６０件 

（１０．８％） 

１１件 

（１４．７％） 

７１件 

（１１．２％） 

諮問庁の判断は一部妥

当でないとしたもの 

７５件 

（１３．５％） 

４０件 

（５３．３％） 

１１５件 

（１８．２％） 

小計（諮問庁の判断は妥当でない (一部妥当でないも含む) としたも

の）  

１８６件 

（２９．４％） 

諮問庁の判断は妥当で

あるとしたもの 

４２２件 

（７５．８％） 

２４件 

（３２．０％） 

４４６件 

（７０．６％） 

合 計 
５５７件 

（１００％） 

７５件 

（１００％） 

６３２件 

（１００％） 
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答申結果の内訳 

      行政機関        独立行政法人 

   

60
10.8

% 75
13.5

%

422
75.8

%

557

  

11
14.7

%

40
53.3

%

24
32.0

%
75

 
 

 

３ 平均処理期間・審議回数 

平成３０年度の答申（６３２件）について，平均処理期間は２０９．３日，平均審

議回数は２．６回であり，最短の事件では３３日で処理が終了しており（平成３０年度

（行情）答申第１３３号），最長の事件では１，１６１日かかっている（平成３０年度（行

情）答申第５２９号）。 

なお，インカメラ決定のみであった審議を除いた平均審議回数は２．２回である。 

答申までの所要日数の分布をみると，全体の約２分の１は５か月以内で答申を出し

ており，全体の約４分の３は９か月以内に答申を出している。 

 

 

0
22

89

127

64 69

39 34 34 31
10

20
30 34

8
21

0
20
40
60
80

100
120
140

 
 

 

４ 口頭意見陳述，口頭説明聴取等の実績 

平成３０年度の答申（６３２件）についてみると， 

（１）不服申立人等から口頭意見陳述の聴取を行った実績はない。 

（２）諮問庁から口頭説明を聴取したとする記載のあるものはない。 

（３）調査審議の経過欄に，「参考人」と記載のあるものはない。 

 

 

答申所要日数 

（
件
数
） 

（所要日数） 
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５ インカメラ 

平成３０年度の答申（６３２件）についてみると，対象文書を見分したとの記載が

あるのは２７１件となっている。 

（注）答申の調査審議の経過欄に，「本件対象文書の見分」等と記載されている答申数である。対象

文書が不存在である場合，存否応答拒否の正当性が争われている場合，一定の様式に記入された

個人情報であり，その記載項目によって開示・不開示の判断が可能な場合など，事柄の性格上イ

ンカメラ審理を要しない場合がある。 

 

 

６ ヴォーンインデックス 

平成３０年度の答申（６３２件）についてみると，諮問庁から設置法９条３項の資

料（ヴォーンインデックス）の提出を受けたとの記載があるものはない。 

（注）ただし，ヴォーンインデックスと呼ぶことが適当であるかどうかは別として，諮問庁が自主的

に，あるいは事務局の要請に応じて開示請求対象文書の内容を整理した資料を提出している場合

がある。 

 

 

７ 特徴のある事件 

不存在事件，存否応答拒否事件等の特徴のある諮問事件については，以下のとおり

である。 

（単位：件） 

 諮問 

件数 

答申 

件数 

答申結果別の内訳 

妥当でない 
妥当 

である 
 全部を 

妥当でない 

一部妥当

でない 

不存在事件 １９５ １７１ １３ １１ ２ １５８ 

存否応答拒否事件 ８０ ６８ １４ １３ １ ５４ 

文書の特定を争う事件 ６８ ６２ １６ １４ ２ ４６ 

逆ＦＯＩＡ事件 ０ １ １ ０ １ ０ 

行政文書等非該当事件 ３ ２ １ １ ０ １ 

適用除外事件 ５ ６ ０ ０ ０ ６ 

その他事件 ４８２ ３２２ １４１ ３２ １０９ １８１ 

合 計 ８３３ ６３２ １８６ ７１ １１５ ４４６ 

 

諮問件数（８３３件）       答申件数（６３２件） 

  

不存在
195

23.4%

存否応答

拒否
80

9.6%

文書の

特定
68

8.2%

行政文書

等非該当
3

0.4%

適用除外
5

0.6％

その他
482

57.9%

  

不存在
171

27.1%

存否応答

拒否
68

10.8%

文書の

特定
62

9.8%

逆FOIA
1

0.2%
行政文書

等非該当
2

0.3%

適用除外
6

0.9%

その他
322

50.9%
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答申結果別の内訳 

「妥当でない（一部妥当でないも含む）」（１８６件） 「全部を妥当でない」（７１件）   

  

不存在
13

7.0%

存否応答

拒否
14

7.5%

文書の

特定
16

8.6%

逆FOIA
1

0.5%

行政文書等

非該当
1

0.5%

その他
141

75.8%

    

不存在
11

15.5%

存否応答

拒否
13

18.3%

文書の特定
14

19.7%

行政文書等

非該当
1

1.4%

その他
32

45.1%

             
     

「妥当である」（４４６件） 

不存在
158

35.4%

存否応答

拒否
54

12.1%文書の

特定
46

10.3%

行政文書等

非該当
1

0.2%

適用除外
6

1.3%

その他
181

40.6%

 

 

７－１ 不存在事件 

不存在事件については，平成３０年度に１９５件の諮問を受け，平成２９年度以前

の諮問も含め，１７１件について答申を出している。 

この不存在事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたもの（文書が存在す

るとしたもの等）は，１１件（注）である。 

（注）平成３０年度（行情）答申第１０１号，２３７号，第２４８号，第２９７号，第３７０号，第

３７１号，第３８９号，第３９０号，第４９８号及び第５０６号並びに平成３０年度（独情）答

申第２５号 

 

７－２ 存否応答拒否事件 

存否応答拒否事件については，平成３０年度に８０件の諮問を受け，平成２９年度

以前の諮問も含め，６８件について答申を出している。 

この存否応答拒否事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，１３

件（注）である。 

（注）平成３０年度（行情）答申第３４号，第１０２号，第１９７号，第１９８号，第２５９号，第

３１０号，第３３４号，第３４１号，第３５３号及び第４０２号並びに平成３０年度（独情）答

申第２０号，第７１号及び第７２号 
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７－３ 文書の特定を争う事件 

文書の特定を争う事件については，平成３０年度に６８件の諮問を受け，平成２９

年度以前の諮問を含め，６２件について答申を出している。 

この文書の特定を争う事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，

１４件（注）である。 

（注）平成３０年度（行情）答申第７５号，第１５４号，第１５５号，第１９６号，第３８５号，第

３８６号，第３８７号，第４０８号，第４４２号，第４４３号，第４４４号，第４５１号，第５

１４号及び第５３６号 

 

７－４ 逆ＦＯＩＡ（第三者不服申立て）事件 

処分庁が開示するとした部分について，第三者が当該部分の不開示を求める逆ＦＯ

ＩＡに関する事件については，平成３０年度は諮問がなかった。平成２９年度以前の

諮問１件について答申を出している。 

 

７－５ 行政文書等非該当事件 

行政文書等非該当事件については，平成３０年度に３件の諮問を受け，平成２９年

度以前の諮問も含め，２件の答申を出している。 

この行政文書等非該当事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，

１件（注）である。 

（注）平成３０年度（独情）答申第１９号 

 

７－６ 適用除外事件 

適用除外事件については，平成３０年度に５件の諮問を受け，平成２９年度以前の

諮問を含め，６件について答申を出している。 

 

８ その他 

原処分について，「違法」等であるとして取り消すべきとした答申については次のと

おりである。 

 

８－１ 理由の提示の不備 

原処分は理由の提示に不備がある違法なものであるとして，これを取り消すべきと

した答申は，２件（注）である。 

（注）平成３０年度（行情）答申第３４６号及び第５０８号 

 

８－２ 形式上の不備 

形式上の不備を理由に不開示とした原処分について，これを取り消すべきとした答

申は，６件（注）である。 

（注）平成３０年度（行情）答申第３０号，第２６４号，第３０４号，第３２２号，第４９９号及び

第５１３号 
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Ⅲ 個人情報保護 

 

１ 諮問・答申件数 

平成３０年度の諮問件数は２９５件，答申件数は２７７件である。 

なお，平成１７年度から平成３０年度までの総諮問件数は３，１１１件，総答申件数

は２，８７６件であり，平成３０年度末時点で審議中の件数は１４６件である。 

 

○個人情報保護関連 

[平成３０年度]                   （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 

行政機関 ２３６ ２２４ ４ 

独立行政法人等 ５９ ５３ ４ 

合  計 ２９５ ２７７ ８ 

 

     （単位：件） 

 行政機関 独立行政法人 

諮問件数 答申件数 取下件数 諮問件数 答申件数 取下件数 

開示請求関連 １８８ １６８ ３ ４９ ４２ ４ 

訂正請求関連 ２０ ３５ ０ ８ ７ ０ 

利用停止請求関連  ２８ ２１ １ ２ ４ ０ 

合 計 ２３６ ２２４ ４ ５９ ５３ ４ 

 

 

［平成１７年度～平成３０年度］                  （単位：件） 

 諮問件数 

 

（a） 

答申件数 

 

（b） 

取下件数 

 

（c） 

審議中の件数 

(平成３０年度末) 

（a-b-c） 

行政機関 ２，３９７ ２，２０３ ６８ １２６ 

 開示請求 ２，１６９ ２，００１ ６２ １０６ 

 訂正請求 １６０ １５２ ４ ４ 

 利用停止請求 ６８ ５０ ２ １６ 

独立行政法人等 ７１４ ６７３ ２１ ２０ 

 開示請求 ６０８ ５７１ １９ １８ 

 訂正請求 ８１ ７８ ２ １ 

 利用停止請求 ２５ ２４ ０ １ 

合  計 ３，１１１ ２，８７６ ８９ １４６ 

 開示請求 ２，７７７ ２，５７２ ８１ １２４ 

 訂正請求 ２４１ ２３０ ６ ５ 

 利用停止請求 ９３ ７４ ２ １７ 

（注）答申件数の行政機関と独立行政法人等の別は諮問時の別による。 
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２ 答申結果の分類 
平成３０年度に出された答申件数（２７７件）のうち，諮問庁の判断は妥当でないと

したもの（一部妥当でないとしたものを含む。）は，７６件（２７．４％）である。 
 

 行政機関 独立行政法人 合計 

諮問庁の判断は妥当でな

いとしたもの 

８件 

（３．６％） 

３件 

（５．７％） 

１１件 

（４．０％） 

諮問庁の判断は一部妥当

でないとしたもの 

５９件 

（２６．３％） 

６件 

（１１．３％） 

６５件 

（２３．５％） 

小計（諮問庁の判断は妥当でない (一部妥当でないも含む) としたもの） 
７６件 

（２７．４％） 

諮問庁の判断は妥当であ

るとしたもの 

１５７件 

（７０．１％） 

４４件 

（８３．０％） 

２０１件 

（７２．６％） 

合 計 
２２４件 

（１００％） 

５３件 

（１００％） 

２７７件 

（１００％） 

 

答申結果の内訳 

行政機関         独立行政法人 

  

8
3.6%

59
26.3

%

157
70.1

%

224

     

3
5.7% 6

11.3
%

44
83.0

%

53

   

 

 

３ 平均処理期間・審議回数 

平成３０年度の答申（２７７件）について，平均処理期間は１９４．２日，平均審議

回数は２．４回であり，最短の事件では４３日で処理が終了しており（平成３０年度（独

個）答申第５１号），最長の事件では９８２日かかっている（平成３０年度（独個）答申第６

号）。 

なお，インカメラ決定のみであった審議を除いた平均審議回数は，２．０回である。 

答申までの所要日数の分布をみると，全体の約２分の１は５か月以内で答申を出して

おり，全体の約４分の３は９か月以内に答申を出している。 
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４ 口頭意見陳述，口頭説明聴取等の実績 

平成３０年度の答申（２７７件）についてみると，不服申立人等から口頭意見陳述を

聴取したとする記載のあるものはなく，諮問庁から口頭説明を聴取したとする記載のあ

るものもない。また，調査審議の経過欄に，「参考人」と記載のあるものもない。 

 

 

５ インカメラ 

平成３０年度の答申（２７７件）についてみると，対象保有個人情報を見分したとの

記載があるのは１１５件となっている。 

（注）答申の調査審議の経過欄に，「本件対象保有個人情報の見分」等と記載されている答申数である。

対象保有個人情報が不存在である場合，存否応答拒否の正当性が争われている場合，一定の様式に

記入された個人情報であり，その記載項目によって開示・不開示の判断が可能な場合など，事柄の

性格上インカメラ審理を要しない場合がある。 

 

 

６ ヴォーンインデックス 

平成３０年度の答申（２７７件）についてみると，諮問庁から設置法９条３項の資料

（ヴォーンインデックス）の提出を受けたとの記載があるものはない。 

（注）ただし，ヴォーンインデックスと呼ぶことが適当であるかどうかは別として，諮問庁が自主的に，

あるいは事務局の要請に応じて対象保有個人情報の内容を整理した資料を提出している場合がある。 

 

 

７ 特徴のある事件 

不存在事件，存否応答拒否事件等の特徴のある諮問事件については，以下のとおりで

ある。 

答申所要日数 

（
件
数
） 

（所要日数） 
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（単位：件） 

 諮問 

件数 

答申 

件数 

答申結果別の内訳 

妥当でない 
妥当 

である 
 全部を 

妥当でない 

一部妥当

でない 

不存在事件 ５２ ４１ ２ ２ ０ ３９ 

存否応答拒否事件 １２ ７ ２ ２ ０ ５ 

保有個人情報の特定を争う事件 ２０ １８ ３ ３ ０ １５ 

逆ＦＯＩＡ事件 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

保有個人情報非該当事件 ６ ５ ２ １ １ ３ 

適用除外事件 ８ ６ ０ ０ ０ ６ 

その他事件 １９７ ２００ ６７ ３ ６４ １３３ 

合 計 ２９５ ２７７ ７６ １１ ６５ ２０１ 

                                 

諮問件数（２９５件）          答申件数（２７７件） 

 

不存在
52

17.6%

存否応答

拒否
12

4.1%

保有個人

情報の

特定
20

6.8%

保有個人情報

非該当
6

2.0%

適用除外
8

2.7%

その他
197

66.8%

 

不存在
41

14.8%

存否応答

拒否
7

2.5%

保有個人

情報の

特定
18

6.5%

行政文書

等非該当
5

1.8％適用除外
6

2.2%

その他
200

72.2%
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答申結果別の内訳  

「妥当でない（一部妥当でないも含む）」（７６件）  「全部を妥当でない」（１１件）       

  

不存在
2

2.6%

存否応答

拒否
2

2.6%

保有個人情

報の特定
3

3.9%

保有個人情

報非該当
2

2.6%

その他
67

88.2%

   

不存在
2

18.2%

存否応答

拒否
2

18.2%

保有個人情報

の特定
3

27.3%

保有個人情報

非該当
1

9.1%

その他
3

27.3%

 

「妥当である」（２０１件） 

不存在
39

19.4%

存否応答

拒否
5

2.5%

保有個人情報

の特定
15

7.5%

保有個人情報

非該当
3

1.5%

適用除外
6

3.0%

その他
133

66.2%

 

 

７－１ 不存在事件 

不存在事件については，平成３０年度で５２件の諮問を受け，平成２９年度以前の諮

問も含め，４１件について答申を出している。 

この不存在事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたもの（文書が存在する

としたもの等）は，２件（注）である。 

（注）平成３０年度（行個）答申第１５０号及び第１６８号 

 

７－２ 存否応答拒否事件 

存否応答拒否事件については，平成３０年度に１２件の諮問を受け，平成２９年度以

前の諮問も含め，７件について答申を出している。 

この存否応答拒否事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，２件

（注）である。 

（注）平成３０年度（行個）答申第２０３号及び第２１５号 
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７－３ 保有個人情報の特定を争う事件 

保有個人情報の特定を争う事件については，平成３０年度に２０件の諮問を受け，平

成２９年度以前の諮問を含め，１８件について答申を出している。 

この保有個人情報の特定を争う事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたも

のは，３件（注）である。 

（注）平成３０年度（行個）答申第４６号及び第２０４号並びに平成３０年度（独個）答申第３４号 

 

７－４ 逆ＦＯＩＡ（第三者不服申立て）事件 
処分庁が開示するとした部分について，第三者が当該部分の不開示を求める逆ＦＯ

ＩＡに関する事件については，平成３０年度に諮問を受けておらず，答申も出してい

ない。 

 

７－５ 保有個人情報非該当事件 

保有個人情報非該当事件については，平成３０年度に６件の諮問を受け，平成２９年

度以前の諮問も含め，５件の答申を出している。 

この保有個人情報非該当事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，

１件（注）である。 

（注）平成３０年度（独個）答申第２６号 

 

７－６ 適用除外事件 

適用除外事件については，平成３０年度に８件の諮問を受け，平成２９年度以前の諮

問を含め，６件について答申を出している。 

 

 

８ その他 

原処分について，「違法」等であるとして取り消すべきとした答申については，次の

とおりである。 

 

○ 理由の提示の不備 

原処分は理由の提示に不備がある違法なものであるとして，これを取り消すべきとし

た答申は，１件（注）である。 

（注）平成３０年度（行個）答申第１５０号 

 



- 20 - 
 

Ⅳ  付言の実績 

当審査会では，答申において，諮問庁（又は処分庁）における情報公開・個人情報保護

制度の運用が不適切である場合や，同制度の運用そのものの問題ではないとしても，同制

度の円滑かつ適切な運用を行うために必要な措置について付言を行うことがある。 

平成３０年度の答申を整理すると，１８５件の答申において付言がみられ，諮問の遅

れ・早期諮問など１４の項目にわたって意見が述べられている。 

主な項目別件数としては，諮問の遅れ・早期諮問に関する付言（４５件），開示決定等

の理由の提示に関する付言（４５件）が最も多く，続いて，開示決定等における対象文書

の表記に関する付言（１８件），開示決定等通知書の不適切な記載に関する付言（１４件），

審査会への対応に関する付言（１２件），情報提供に関する対応に関する付言（９件）な

どという順になっている。 

各項目の主な付言の該当部分は，以下のとおりである。 

（注） 一つの答申において，複数の項目にわたって付言しているものもある。 

 

１）諮問の遅れ・早期諮問について付言したもの（４５件） 

・ 本件諮問は，異議申立て後，約１１年が経過してから行われていることにつき，当審

査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，諮問庁からは，本件諮問に際して事

実関係を確認するのに時間を要したとの説明があった。しかしながら，本件異議申立て

の趣旨及び理由に照らしても，諮問を行うまでにこれほどまでの長期間を要するものと

は到底考え難く，本件諮問は，遅きに失したといわざるを得ない。 

このような対応は，「簡易迅速な手段」による処理とはいえず，行政不服審査制度の

存在意義を否定しかねない極めて不適切なものである。諮問庁においては，今後，開示

決定等に対する不服申立事件における処理に当たって，迅速かつ的確な対応が強く望ま

れる。 

（平成３０年度（行情）答申第５５号） 

など 

 

２）開示決定等の理由の提示について付言したもの（４５件） 

・ 原処分において，本件対象文書の一部の頁については，複数の不開示理由が提示され

ているが，これらの頁の不開示部分のうちいずれの部分がそれぞれの不開示理由に該当

するのか特定されておらず，各不開示理由と不開示とされた部分との対応関係が不明で

あり，求められる理由の提示として十分とはいえない。 

  行政手続法８条１項の趣旨を踏まえると，特定の行政文書について不開示理由が複数

ある場合には，当該行政文書の種類，性質等とあいまって開示請求者がいずれの部分が

それぞれの不開示理由に対応しているのか当然知り得るような場合を除き，いずれの部

分がそれぞれの不開示理由に該当するのか特定されなければならない。 

したがって，原処分における理由付記は，行政手続法８条１項の趣旨に照らし，適切

さを欠くものといわざるを得ず，処分庁は，今後の対応において，上記の点につき留意
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すべきである。 

（平成３０年度（行情）答申第３５８号） 

・ 本件不開示決定通知書には，不開示とした理由について，「開示請求に係る保有個人

情報については，保有していないため」と記載されているところ，一般に，保有個人情

報の不存在を理由とする不開示決定に際しては，単に保有個人情報を保有していないと

いう事実を示すだけでは足りず，保有個人情報が記録された行政文書を作成又は取得し

ていないのか，あるいは作成又は取得した後に廃棄又は亡失したのかなど，なぜ当該保

有個人情報が存在しないかについても理由として付記することが求められる。 

したがって，原処分における理由付記は，行政手続法８条の趣旨に照らし，適切さを

欠くものであり，処分庁においては，今後の対応において，上記の点に留意すべきであ

る。 

（平成３０年度（行個）答申第６８号） 

など 

 

３）開示決定等における対象文書の表記について付言したもの（１８件） 

・ 原処分における行政文書開示決定通知書をみると，「１ 開示する行政文書の名称」

欄には，行政文書開示請求書の「１ 請求する行政文書の名称等」欄をそのまま転記し

ていることから，行政文書名として適切なものとはいい難い記載となっており，今後，

処分庁においては，適切な事務処理が望まれる。 

（平成３０年度（行情）答申第８５号） 

・ 処分庁は，本件開示請求を受けて特定した文書名として，本件請求文書と同一の「開

示に支障のない部分」との文言を開示決定通知書に記載した上で，本件対象文書を開示

したものであるが，このような記載は，あたかも不開示部分が特定されていないかのよ

うな誤解を与えるものである。 

本来，特段の支障がない限り，開示決定通知書には，特定した文書名として本件対象

文書の名称を具体的に記載すべきであったのであるから，処分庁においては，今後，こ

の点に留意して適切に対応することが望まれる。 

（平成３０年度（独情）答申第３４号） 

など 

 

４）開示決定等通知書の不適切な記載について付言したもの（１４件） 

・ 本件では，諮問庁が補充理由説明書において説明するとおり，開示決定通知書（その

別紙）及び理由説明書の不開示部分の記載には，開示実施文書で開示されていて不開示

部分には該当しないとされた部分も掲記するなど，誤った記載が多く認められ，諮問に

当たっても，その誤った不開示部分の記載を前提として不開示理由を説明しており，甚

だ慎重さに欠ける不適切な対応といわざるを得ない。 

処分庁（諮問庁）においては，今後の開示請求及び審査請求への対応に当たっては，

同様の不適切な事態が生じないよう，正確かつ慎重な対応が強く望まれる。 

（平成３０年度（行情）答申第１８号） 
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・ 当審査会において確認したところ，本件開示決定通知書の「２ 不開示とした部分と

その理由」欄には，「（２）決裁文書に添付の開示対象文書については，開示決定作業の

途中段階の情報であり，開示決定判断を会計検査院にて行うこととなるため，当該事務

の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある法第５条第６号の不開示情報に該当し，不開

示とした。」と記載されていることが認められる。 

この点につき，諮問庁は，理由説明書（上記第３の３）において，決裁文書に添付さ

れている移送対象文書全体については，法１２条１項に基づき，会計検査院長において

開示決定等をすべき行政文書として，事案を移送していることから，開示対象外とする

ことが妥当である旨説明しているが，当審査会事務局職員をして諮問庁に対し，詳細な

説明を求めさせたところ，処分庁においては，平成３０年３月１９日付けで本件開示請

求を受け付けた後，決裁文書に添付の対象文書については，同項に基づき，同年４月１

７日付けで会計検査院長に対し事案の移送を行ったとのことである。 

  そうすると，当該文書については，会計検査院長において開示決定等をすべきもので

あり，本件開示決定通知書には，上記の記載をすべきではなかったのであるから，処分

庁においては，今後，このようなことがないよう十分留意すべきである。 

（平成３０年度（行情）答申第５２２号） 

など 

 

５）審査会への対応について付言したもの（１２件） 

・ 本件諮問については，諮問庁から理由説明書の提出を受けた後に，当審査会が審議す

るに当たって確認が必要であった事実関係等に係る追加的な説明を複数回にわたり求め

たにもかかわらず，長期間回答がなされない状況が続いた。 

  このような諮問庁の対応は，当審査会の審議に多大な支障を生じさせ，「簡易迅速な

手続」による処理の妨げとなるものである。 

 諮問庁においては，今後，当審査会に諮問した事件につき，迅速かつ的確な対応が強

く望まれる。 

（平成３０年度（行情）答申第１４１号） 

など 

 

６）情報提供について付言したもの（９件） 

・ 本件開示請求は，法３条の規定に基づくものであり，行政機関の保有する個人情報の

保護に関する法律（以下「行個法」という。）１２条１項 の規定に基づくものではない

が，本件開示請求書の記載からすると，審査請求人に係る情報の開示を求めるものであ

る。これについて，当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，審査請求人

は，行個法に基づく開示請求を行っていないとのことである。 

そうすると処分庁は，行個法に基づく開示請求をするよう教示すべきであったといえ

る。今後，開示請求に係る事務手続において，適切な教示をするなど，的確な対応が望

まれる。 

（平成３０年度（行情）答申第１７８号） 
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など 

 

７）文書等の特定について付言したもの（８件） 

・ 本件については，原処分１時において，本件開示請求の対象となる行政文書の利用・

保存状況等の確認を適切に行っていれば，当該行政文書の行政文書該当性を確認できた

はずであるから，処分庁の原処分１時の対応は，不適切といわざるを得ない。 

  処分庁においては，今後，開示決定等の対象となる行政文書の特定に当たって，十分

に確認を行うことが望まれる。 

（平成３０年度（行情）答申第５３５号及び同第５３８号） 

など 

 

８）開示決定の迅速・的確化について付言したもの（６件） 

・ 処分庁は，本件開示請求に対し，法で定められた３０日以内に開示決定等をすること

が困難であるとして，法１０条２項に基づき開示決定等の期限を３０日間延長したが，

その延長した期限までに開示決定等を行わず，結局，その５９日後（開示請求日から１

２１日後）に開示決定等（原処分）を行っている。 

  本件はこの点につき，審査請求書において主張されていないことから，当審査会の判

断の対象としていないが，このような処分庁の対応は，違法であるといわざるを得ず，

今後は，開示請求に係る事務手続を法に従って適切に行うべきである。 

（平成３０年度（独情）答申第５０号及び同第５１号） 

など 

 

９）文書管理について付言したもの（５件） 

・ 本件は，上記３（２）のとおり，開示決定等に係る保有個人情報が記録された行政文

書である厚生労働省特定職員Ｂと総務省特定管区行政評価局特定職員Ａとのやり取りの

メールに添付されていたＰＤＦ文書が特定されていない上，開示請求後に削除されてい

たことが判明したものである。本件のような事態は，ひとえに文書管理意識の欠如に起

因するものと思われ，厚生労働省の特定の部局のみならず，厚生労働省のどの部署にお

いても生じる可能性のあるものとして，今後は，厚生労働省において開示決定等に係る

保有個人情報の廃棄等という事態を起こさぬよう日頃の保有個人情報管理を徹底するこ

とが望まれる。 

（平成３０年度（行個）答申第１４８号） 

など 

 

１０）開示・不開示の判断について付言したもの（４件） 

・ 原処分では，表彰や勤務記録事項等の項目の空欄となっている部分が開示されている

が，当該部分に該当する事実の記載がないこと自体が個人に関する情報に該当し，本件

対象文書においては特定個人の氏名が開示されていることから，当該部分については，

本来，法６条２項による部分開示の余地はなく，不開示とすべきものであったと認めら
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れる。 

この点につき，原処分における不開示部分の特定の範囲は適切を欠くものであるとい

わざるを得ず，処分庁においては，今後，開示決定等に当たって，同様の事態が生じな

いよう，慎重な対応が望まれる。 

（平成３０年度（行情）答申第３２９号及び同第３３０号） 

など 

 

１１）開示の実施手続について付言したもの（２件） 

・ 本件の調査審議に当たり，当審査会事務局職員をして諮問庁に対し，本件対象保有個

人情報の開示の実施方法について確認させたところ，電磁的記録である本件対象保有個

人情報を用紙に出力し，不開示情報であるこころの診療部及びリハビリ科の診療録等が

記載されている頁の全体を除外した上で，その余の頁のみを開示したとのことである。 

そこで，当審査会において，開示の実施から除外した頁を見分したところ，不開示情

報以外の情報（こころの診療部及びリハビリ科以外の診療部門の診療録等）が含まれて

いることが認められ，また，これらの情報は容易に区分することができることが認めら

れた。 

そうすると，当該不開示情報以外の情報については，本来，開示されるべき情報であ

るのに実質的に不開示とされていると認められることから，本件開示の実施は不適切と

いう外なく，処分庁は，当該不開示情報以外の情報について，改めて適切に開示を実施

すべきである。 

（平成３０年度（独個）答申第３１号） 

など 

 

１２）補正に関する対応について付言したもの（２件） 

・ 本件開示請求書の「１ 開示を請求する保有個人情報（具体的に記載してくださ

い。）」欄には，特定年月日に特定事業場に行った調査の記録の開示を求める旨が記載さ

れており，処分庁は，この記載に従い，審査請求人に係る申告処理台帳のうち，特定年

月日に該当する続紙の「処理経過」欄の部分及び特定年月日に特定事業場から提出され

た資料のみを本件対象保有個人情報とした上で，原処分を行っている。このため，審査

請求人に係る申告処理台帳のうち，特定年月日に該当する部分以外の記載内容（及び該

当する添付資料があれば，その添付資料）については，審査請求人の保有個人情報であ

るものの，原処分の対象外とされている。 

通常，申告処理台帳は，申告の受理から処理完了までの一定期間における申告の処理

状況について記録されており，本件のように，調査の年月日を特定すると，おのずと情

報量が限られてしまうことは明白である。 

本件のような開示請求の場合は，受付に当たり開示請求者の真意を確認した上で，必

要な補正を求めるなどの対応を採ることが望ましく，今後，処分庁においては，この点

に留意して業務を行うことが望ましい。 

（平成３０年度（行個）答申第１８１号） 
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など 

 

１３）開示決定等に係る調査不足について付言したもの（２件） 

・ 本件については，原処分時において，適切に本件開示請求の対象となる行政文書の探

索及び確認を行っていれば，本件対象文書の電磁的記録の存在を確認できたはずである

から，これを保有していないとした処分庁の決定は，不適切といわざるを得ない。 

処分庁においては，今後，開示決定等の対象となる行政文書の特定に当たって，十分

に探索及び確認を行うことが望まれる。 

（平成３０年度（行情）答申第１６４号） 

など 

 

１４）その他（３６件） 

・ 原処分に対する審査請求について，諮問庁は平成３０年６月１１日付けで当審査会に

諮問（平成３０年（行情）諮問第２５２号。以下「前回諮問」という。）し，当審査会

は，同年７月１２日に前回諮問に係る審議を行った。その後，諮問庁は，補充理由説明

書の提出をもって対応可能であったにもかかわらず，原処分で開示した文書に加え，新

たに文書を特定してその一部を不開示とすることとしたい旨に諮問理由を変更して，同

月１３日付けで改めて当審査会に諮問（以下「本件諮問」という。）している。また，

前回諮問については，本来，本件諮問より前に取り下げるべきところ，諮問庁は本件諮

問の後である同月２０日付けで取り下げている。 

同一の審査請求につき，重複して諮問する事態が生じた原因について，諮問庁は，内

部の事務の分担に係る誤りであると説明しており，諮問庁においては，今後，関係事務

の適切な遂行が望まれる。 

（平成３０年度（行情）答申第２８５号） 

・ 本件開示請求は，別紙に掲げる１及び２に記録された保有個人情報の開示を求めるも

のであるところ，原処分においては，別紙に掲げる１に記録された保有個人情報につい

てのみ不開示決定が行われており，別紙に掲げる２に記録された保有個人情報について

は，未だに開示決定等が行われていない状態となっている。 

  この点につき，当審査会事務局職員をして諮問庁に対し説明を求めさせたところ，処

分庁が，別紙に掲げる２に記録された保有個人情報についての開示決定等を失念してい

たためであるとのことであった。 

  処分庁においては，別紙に掲げる２に記録された保有個人情報について，早急に開示

決定等を行うべきであり，今後，開示決定等に当たっては，同様の事態が生じないよう，

正確かつ慎重な対応が望まれる。 

（平成３０年度（行個）答申第１４９号） 

など 
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【参考】平成３０年度に付言を行った答申一覧 

区  分 答 申 番 号 

１）諮問の遅れ・早期諮問につい

て付言したもの（４５件） 

平成３０年度（行情）答申第２号 

平成３０年度（行情）答申第３号 

平成３０年度（行情）答申第４号 

平成３０年度（行情）答申第３８号 

平成３０年度（行情）答申第５５号 

平成３０年度（行情）答申第６９号 

平成３０年度（行情）答申第７８号 

平成３０年度（行情）答申第７９号 

平成３０年度（行情）答申第１４２号 

平成３０年度（行情）答申第１５１号 

平成３０年度（行情）答申第１７６号 

平成３０年度（行情）答申第１８０号 

平成３０年度（行情）答申第１９１号 

平成３０年度（行情）答申第２３０号 

平成３０年度（行情）答申第２３１号 

平成３０年度（行情）答申第２３２号 

平成３０年度（行情）答申第２３３号 

平成３０年度（行情）答申第２３４号 

平成３０年度（行情）答申第２５２号 

平成３０年度（行情）答申第２５７号 

平成３０年度（行情）答申第２９７号 

平成３０年度（行情）答申第３０１号 

平成３０年度（行情）答申第３１３号 

平成３０年度（行情）答申第３２８号 

平成３０年度（行情）答申第３３２号 

平成３０年度（行情）答申第３３３号 

平成３０年度（行情）答申第４０８号 

平成３０年度（行情）答申第４２７号 

平成３０年度（行情）答申第４６１号 

平成３０年度（行情）答申第４６２号 

平成３０年度（行情）答申第４６３号 

平成３０年度（行情）答申第４６４号 

平成３０年度（行情）答申第４６５号 

平成３０年度（行情）答申第４８０号 

平成３０年度（行情）答申第４８１号 

平成３０年度（行情）答申第４８５号 

平成３０年度（行情）答申第５３０号 
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平成３０年度（行情）答申第５３１号 

平成３０年度（行情）答申第５３３号 

平成３０年度（行情）答申第５４９号 

平成３０年度（独情）答申第２８号 

平成３０年度（独情）答申第４３号 

平成３０年度（独情）答申第７３号 

平成３０年度（独情）答申第７４号 

平成３０年度（独情）答申第７５号 

２）開示決定等の理由の提示につ

いて付言したもの（４５件） 

平成３０年度（行情）答申第８号 

平成３０年度（行情）答申第５２号 

平成３０年度（行情）答申第７６号 

平成３０年度（行情）答申第９５号 

平成３０年度（行情）答申第１５６号 

平成３０年度（行情）答申第１６６号 

平成３０年度（行情）答申第１８９号 

平成３０年度（行情）答申第２３８号 

平成３０年度（行情）答申第２５７号 

平成３０年度（行情）答申第２６３号 

平成３０年度（行情）答申第３５８号 

平成３０年度（行情）答申第３６６号 

平成３０年度（行情）答申第３６９号 

平成３０年度（行情）答申第３７２号 

平成３０年度（行情）答申第３７９号 

平成３０年度（行情）答申第３８８号 

平成３０年度（行情）答申第４０１号 

平成３０年度（行情）答申第４２３号 

平成３０年度（行情）答申第４３８号 

平成３０年度（行情）答申第４３９号 

平成３０年度（行情）答申第４４０号 

平成３０年度（行情）答申第４４６号 

平成３０年度（行情）答申第４４７号 

平成３０年度（行情）答申第４４９号 

平成３０年度（行情）答申第４５０号 

平成３０年度（行情）答申第４８０号 

平成３０年度（行情）答申第５２９号 

平成３０年度（行情）答申第５４８号 

平成３０年度（独情）答申第４７号 

平成３０年度（独情）答申第４８号 

平成３０年度（独情）答申第４９号 
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平成３０年度（独情）答申第５７号 

平成３０年度（独情）答申第６６号 

平成３０年度（行個）答申第６８号 

平成３０年度（行個）答申第６９号 

平成３０年度（行個）答申第７４号 

平成３０年度（行個）答申第９１号 

平成３０年度（行個）答申第９４号 

平成３０年度（行個）答申第１６８号 

平成３０年度（行個）答申第１８２号 

平成３０年度（行個）答申第２０１号 

平成３０年度（行個）答申第２０２号 

平成３０年度（行個）答申第２１０号 

平成３０年度（独個）答申第３１号 

平成３０年度（独個）答申第５２号 

３）開示決定等における対象文書

の表記について付言したもの（１

８件） 

平成３０年度（行情）答申第１号 

平成３０年度（行情）答申第８５号 

平成３０年度（行情）答申第８６号 

平成３０年度（行情）答申第８７号 

平成３０年度（行情）答申第１７３号 

平成３０年度（行情）答申第２０６号 

平成３０年度（行情）答申第２８０号 

平成３０年度（行情）答申第２８５号 

平成３０年度（行情）答申第３０３号 

平成３０年度（行情）答申第３１２号 

平成３０年度（行情）答申第３６２号 

平成３０年度（行情）答申第３６３号 

平成３０年度（行情）答申第４６９号 

平成３０年度（行情）答申第４７８号 

平成３０年度（独情）答申第３２号 

平成３０年度（独情）答申第３４号 

平成３０年度（行個）答申第１９３号 

平成３０年度（行個）答申第２０６号 

４）開示決定等通知書の不適切な

記載について付言したもの（１４

件） 

平成３０年度（行情）答申第３号 

平成３０年度（行情）答申第１８号 

平成３０年度（行情）答申第５１号 

平成３０年度（行情）答申第１８８号 

平成３０年度（行情）答申第４０５号 

平成３０年度（行情）答申第４０６号 

平成３０年度（行情）答申第４０７号 
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平成３０年度（行情）答申第５２２号 

平成３０年度（独情）答申第４号 

平成３０年度（独情）答申第３８号 

平成３０年度（独情）答申第５４号 

平成３０年度（行個）答申第５５号 

平成３０年度（行個）答申第９４号 

平成３０年度（独個）答申第２６号 

５）審査会への対応について付言

したもの（１２件） 

平成３０年度（行情）答申第１４１号 

平成３０年度（行情）答申第１４２号 

平成３０年度（行情）答申第１７１号 

平成３０年度（行情）答申第２３６号 

平成３０年度（行情）答申第２５２号 

平成３０年度（行情）答申第２９７号 

平成３０年度（行情）答申第２９８号 

平成３０年度（行情）答申第３１９号 

平成３０年度（行情）答申第４１４号 

平成３０年度（行情）答申第４１５号 

平成３０年度（行情）答申第４６９号 

平成３０年度（行情）答申第５３０号 

６）情報提供について付言したも

の（９件） 

平成３０年度（行情）答申第７６号 

平成３０年度（行情）答申第１７８号 

平成３０年度（行情）答申第３１５号 

平成３０年度（行情）答申第３７４号 

平成３０年度（行情）答申第４２６号 

平成３０年度（独情）答申第１１号 

平成３０年度（独情）答申第２６号 

平成３０年度（独情）答申第３７号 

平成３０年度（行個）答申第１３９号 

７）文書等の特定について付言し

たもの（８件） 

平成３０年度（行情）答申第１９６号 

平成３０年度（行情）答申第５２９号 

平成３０年度（行情）答申第５３５号 

平成３０年度（行情）答申第５３８号 

平成３０年度（独情）答申第５５号 

平成３０年度（独情）答申第５６号 

平成３０年度（独情）答申第５７号 

平成３０年度（独情）答申第５８号 

８）開示決定の迅速・的確化につ

いて付言したもの（６件） 

平成３０年度（行情）答申第２４６号 

平成３０年度（行情）答申第２５５号 

平成３０年度（行情）答申第５３６号 
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平成３０年度（独情）答申第８号 

平成３０年度（独情）答申第５０号 

平成３０年度（独情）答申第５１号 

９）文書管理について付言したも

の（５件） 

平成３０年度（行情）答申第４１４号 

平成３０年度（独情）答申第３４号 

平成３０年度（独情）答申第３５号 

平成３０年度（独情）答申第５７号 

平成３０年度（行個）答申第１４８号 

１０）開示・不開示の判断につい

て付言したもの（４件） 

平成３０年度（行情）答申第２９５号 

平成３０年度（行情）答申第３２９号 

平成３０年度（行情）答申第３３０号 

平成３０年度（行情）答申第５２２号 

１１）開示の実施手続について付

言したもの（２件） 

平成３０年度（行情）答申第４１５号 

平成３０年度（独個）答申第３１号 

１２）補正に関する対応について

付言したもの（２件） 

平成３０年度（行情）答申第４５７号 

平成３０年度（行個）答申第１８１号 

１３）開示決定等に係る調査不足

について付言したもの（２件） 

平成３０年度（行情）答申第１６４号 

平成３０年度（行情）答申第２５７号 

１４）その他（３６件） 平成３０年度（行情）答申第１５２号 

平成３０年度（行情）答申第２２９号 

平成３０年度（行情）答申第２３３号 

平成３０年度（行情）答申第２４３号 

平成３０年度（行情）答申第２４４号 

平成３０年度（行情）答申第２５２号 

平成３０年度（行情）答申第２８５号 

平成３０年度（行情）答申第２９７号 

平成３０年度（行情）答申第３０９号 

平成３０年度（行情）答申第３２０号 

平成３０年度（行情）答申第４７７号 

平成３０年度（行個）答申第１４号 

平成３０年度（行個）答申第１６号 

平成３０年度（行個）答申第２０号 

平成３０年度（行個）答申第３２号 

平成３０年度（行個）答申第３３号 

平成３０年度（行個）答申第３４号 

平成３０年度（行個）答申第３８号 

平成３０年度（行個）答申第６２号 

平成３０年度（行個）答申第７０号 

平成３０年度（行個）答申第７６号 
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平成３０年度（行個）答申第７９号 

平成３０年度（行個）答申第８１号 

平成３０年度（行個）答申第８５号 

平成３０年度（行個）答申第８６号 

平成３０年度（行個）答申第８７号 

平成３０年度（行個）答申第１１８号 

平成３０年度（行個）答申第１２１号 

平成３０年度（行個）答申第１２２号 

平成３０年度（行個）答申第１２３号 

平成３０年度（行個）答申第１２６号 

平成３０年度（行個）答申第１３６号 

平成３０年度（行個）答申第１４９号 

平成３０年度（行個）答申第１５６号 

平成３０年度（行個）答申第１６１号 

平成３０年度（行個）答申第１９２号 

（注） 平成３０年度（行情）答申第３号，第１８号，第７６号，第１４２号，第２３３号，第２５２号，

第２５７号，第２８５号，第２９７号，第４１４号，第４１５号，第４６９号，第４８０号，第５

２２号，第５２９号，第５３０号及び平成３０年度（独情）答申第３４号，第５４号，第５７並び

に平成３０年（行情）答申第９４号及び平成３０年（独個）答申第３１号においては，複数の項目

にわたって付言している。 


